









































2015 年 NPT 再検討会議を終えて 
―その評価と今後の課題― 
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 NPT は、核軍縮、核不拡散、原子力平和利用の 3 本柱からなる。再検討会議は 5 年毎に
行われ、今回は 2010 年に採択された合意文書で示された 64 項目からなる行動計画につい








再検討会議は 2015 年 4 月 27 日から 5 月 22 日にわたり、ニューヨークの国連本部で締約




 再検討会議は、第 1 週が各国の報告や声明演説、第 2 週から課題毎の議論が行われた。
主要委員会 I （核軍縮、安全の保証等）、II （核不拡散、保障措置等）、III （原子力平和
利用、安全、核セキュリティ等）の 3 つの主要委員会、さらにそれぞれの委員会にて、補
助委員会 I （核軍縮の効果的措置等）、補助委員会 II（中東非大量破壊兵器地帯問題等）、
補助委員会 III（NPT 脱退問題等）が設置され、第 4 週の 1 日目に各委員会の報告が全体会



























































 主要委員会 II での主な課題としては、NPT で規定されている IAEA の包括的保障措置を
さらに補完・強化する「追加議定書」の「普遍化」の議論が行われたが、追加議定書を締
約国の新たな義務とするような表現は結局採用されなかった。 































































































爆 70 年という節目の年で開催された NPT 再検討会議の失敗は、今後の核軍縮・不拡散政
策に大きな影響を与えるだろう。 
 
NPT は、核軍縮、核不拡散、原子力平和利用の 3 本柱からなる。再検討会議は 5 年毎に
行われ、今回は 2010 年に採択された合意文書で示された 64 項目からなる行動計画につい








再検討会議は 2015 年 4 月 27 日から 5 月 22 日にわたり、ニューヨークの国連本部で締約
国 160 カ国およびオブザーバーとしてイスラエルが参加して行われた。 
 
会議では、第 1 週の各国の報告演説に始まり、第 2 週からは主要委員会並びに補助委員
会にて、核軍縮、核不拡散、平和利用それぞれの課題毎の主要委員会で議論が行われた。
しかし、各主要委員会での議論も合意に達しないまま、最終週の全体会議に引き継がれ、


















2010 年 NPT 再検討会議の最終文書に核兵器使用の非人道性と国際人道法の遵守が盛
り込まれて以降、核軍縮をめぐる国際議論は「人道的アプローチ」へと大きく舵を切っ
た。2015 年再検討会議に向けた 2012 年の第 1 回準備委員会においてスイス、ノルウェ
ーら 16 カ国が始めた非人道性「共同声明」は、2014 年秋の 5 回目において 155 カ国の
賛同を得るまでに発展した。また、オスロ（2013 年 3 月）、ナジャリット（2014 年 2 月）
に続き、核兵器の非人道性を科学的見地から議論した、3 回目の「核兵器の人道的影響に






























NPT 再検討会議が開かれた NY 国連本部（4 月 27 日）撮影：RECNA 
9 
 
会議冒頭の 4 月 28 日には、オーストリアのセバスチャン・クルツ外務大臣が 6 回目とな
る「核兵器の人道上の結末に関する共同声明」を発表した1。賛同国は前回より微増となる
159 カ国であった。続いて、4 月 30 日には法的枠組みには消極的なオーストラリアのギリ
アン・バード国連大使が同タイトルの声明を発表した2。賛同国は 26 カ国である。 
「核兵器の人道上の結末」を表題に掲げた 2 つの共同声明が並ぶ形で登場したのは 2013






















                                                   
1 http://www.un.org/en/conf/npt/2015/statements/pdf/humanitarian_en.pdf 巻末付録 1に日本語暫定訳
を掲載。 

























ランド、メキシコ、南アフリカ、ニュージーランドの 6 カ国で構成）であった。1998 年
に旗揚げした NAC は、時宜を得た柔軟な戦略で核兵器国に核軍縮努力を迫ってきた指導
的勢力である。核兵器国による核兵器完全廃棄の「明確な約束」を含む 2000 年再検討会
議の 13 項目合意を実現させた立役者としても知られる（当時はスウェーデンを含む 7 カ
















せる」との主張を繰り返している。これに対して、NAC は法的な議論こそが NPT 第 6
条の実現に向かうものであり、NPT の目的にまさに合致するものだ、と反論する。この
点が、「効果的な措置」論の最大のポイントと言えるだろう。 
NAC は 2014 年準備委員会に提出した作業文書の中で、法的アプローチの 4 つの選択




















































































































































                                                   
10 巻末資料に日本語暫定訳を掲載。 
11 戸﨑洋史「中東の核兵器拡散問題と対応」 秋山信将編『NPT 核のグローバル・ガバナン






























































































































主要委員会Ⅲで熱弁をふるうイラン代表（5 月 12 日）  
撮影：RECNA 
主要委員会 III にて、NAM の提案への対応を議論する代表団
























 項目 5 は、日本を含む原子力供給国グループが追加議定書を輸出条件として導入したこ
とに対する批判であり、NPT 上は追加議定書が義務でないことを強調した見解である。項








①ウラン濃縮能力については、現状の約 3 分の 1 に削減し、今後 10 年間は次世代遠心分離
機の導入も、新たな濃縮施設の建設も行わない。濃縮度を今後 15年間は 3.67%を上限とし、
国内の低濃縮ウラン在庫量を 300kg にまで削減する。 
②重水炉は、兵器級プルトニウムの生産ができないよう設計を見直し、既存の炉心・機器


























































































                                                   
19http://www.un.org/en/conf/npt/2015/pdf/NPT-CONF2015-MISC.1_Provisional%20list%20of
%20participants.pdf 国連軍縮局の資料によれば 107 団体が参加登録した。 
デモ行進に参加する被爆者ら（4 月 26 日）撮影：RECNA 
22 
 
５ NPT 再検討プロセスの評価 
 
 NPT 第 8 条 3 項では、「条約の規定の遵守を確保するようにこの条約の運用を検討する
ために」条約の締約国の過半数の提案により、5 年ごとに会議を開催する旨の規定が設けら

























った。また、2010 年に合意した行動計画の履行についても、英国は 5 核兵器国を代表し、






















































































































たのが、Reaching Critical Will (RCW)というNGOであり、非公開資料も即座にウエブで公



































                                                   












 1995 年の NPT 再検討・延長会議以来、核兵器廃絶あるいは「核兵器のない世界」の達
成と維持に関心をもつ政府、研究者、市民社会の大部分は、NPT 第 6 条の履行追求を、そ
の主戦場と考えてきたと言ってもよいだろう。しかし、今回の再検討会議はそのような考
え方を見直す好い機会だと考える。 



















「戦略的安定性」の議論、とりわけ NATO 諸国とロシアとの対話が重要と思われる。） 
（２）国連総会が設置する「核軍縮のための効果的措置（法的条項を含む）」を議論する公
開作業部会（OEWG）（今回の会議の採択されなかった最終文書案で勧告されたもの。米国




























































































重大な懸念は、国際赤十字及び赤新月社運動代表者会議による 2011 年 11 月 26 日の決議
や多国間核軍縮交渉を前進させるための諸提案を議論する「国連作業部会」の設置を決めた 
2012 年の国連総会決定の原点となりました。これは、核兵器のない世界の喫緊の必要
性を謳った 2015 年 1 月の「ラテンアメリカ・カリブ諸国共同体」第 3 回首脳会議の特別














































































































NPT/CONF.1995/32 (Part I)付属文書 









安全保障理事会が、1992 年 1 月 31 日付の声明において、核及び他のすべての大量破壊
兵器の拡散が国際の平和と安全に対する脅威であると確認したことを想起し、 
 
また中東非核兵器地帯の設立を支持する全会一致採択の総会決議（最新は 1994 年 12 月
15 日付 49/71）を想起し、 
 
中東における IAEA 保障措置の適用に関する、IAEA 総会採択の関連決議（最新は 1994
年 9 月 23 日付 GC(XXXVIII)/RES/21）を想起し、また、核不拡散が、とりわけ緊張した地
域においてもたらす危険に留意し、 
 
安保理決議 687（1991）、特にその 14 節に留意し、 
 
安保理決議 984（1995）及び 1995 年 5 月 11 日に会議が採択した「核不拡散と核軍縮の
ための原則と目標」決定の第 8 節に留意し、 
 













いる NPT 未加盟国に対し包括的な IAEA 保障措置の受諾を要求した主委員会Ⅲ報告の第 6
項第 3 節に盛り込まれた勧告を強調する。 
 
4．NPT の普遍的加盟を早期に実現する重要性を強調し、未だそれを行っていないすべての
中東諸国に対し、例外なく、可能な限り早期に NPT に加盟し、自国の核施設を包括的な
IAEA 保障措置の下に置くよう求める。 
 
5．中東におけるすべての加盟国に対し、とりわけ中東に効果的に検証可能な大量破壊兵器、
すなわち核・化学・生物兵器、ならびにそれらの運搬システムが存在しない地帯を設立す
るために前進を図るべく、適切な場において実際的措置を講じるよう、また、この目的の
達成を妨げるようないかなる措置をとることも控えるよう求める。 
 
6．すべての NPT 加盟国、とりわけ核兵器国に対し、協力を拡大し、地域諸国による中東
非核・非大量破壊兵器及び非運搬システム地帯の早期設立に向けた最大限の努力を行うこ
とを求める。 
 
（翻訳：特定非営利活動法人ピースデポ） 
 
